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（百万円未満切捨て） 
１．19 年 9月中間期の連結業績（平成 19 年 4月 1日～平成 19 年 9 月 30 日） 
(1)連結経営成績                              （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 中間(当期)純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

86,946 △4.7 
91,251   0.7 

87   －
△ 912   －

981   － 
△ 1,039   － 

62   －
△ 1,589   －

19 年 3 月期 251,751       2,947     3,354      △ 2,576     
 

 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり

中 間 (当 期 )純 利 益

  円 銭  円 銭

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

0.84    
△ 21.31    

―    
―    

19 年 3 月期 △ 34.54         ―  
(参考) 持分法投資損益  19 年 9 月中間期 17 百万円  18 年 9 月中間期  △1百万円  19 年 3 月期  63 百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

247,905      
253,544      

83,080     
86,213     

33.2      
33.7      

1,103.14   
1,144.62   

19 年 3 月期 261,819      85,063     32.2      1,129.34   
(参考) 自己資本   19 年 9 月中間期 82,213 百万円  18 年 9 月中間期 85,371 百万円  19 年 3 月期 84,199 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

9,709    
3,765      

△ 3,932     
△ 5,764     

△ 1,879      
277      

16,937     
13,033     

19 年 3 月期 7,586      △ 10,846     1,464      12,981     
 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

  円 銭  円 銭  円 銭

19 年 3 月期 5.00  5.00 10.00 

20 年 3 月期 5.00   

20 年 3 月期(予想)  5.00 
10.00 

 
 
３．20 年 3月期の連結業績予想（平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3 月 31 日） 

（％表示は対前期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％  円 銭

通 期 252,000  0.1 5,000  69.6 6,500  93.8 2,800   － 37.57   
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   有 
(注)詳細は、23～24 ページをご覧ください。 

 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数  19 年 9 月中間期 83,005,819 株 18 年 9 月中間期 83,005,819 株 19 年 3 月期 83,005,819 株 
(自己株式を含む) 

②期末自己株式数   19 年 9 月中間期  8,478,914 株 18 年 9 月中間期  8,420,525 株 19 年 3 月期  8,449,521 株 
 (注) １株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、30 ページ「１株当

たり情報」をご覧ください。 
 
 
(参考)個別業績の概要 
 

１.19 年 9 月中間期の個別業績(平成 19 年 4 月 1日～平成 19 年 9月 30 日) 
(1)個別経営成績                           （％表示は対前年中間期増減率） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 中間(当期)純利益

 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円      ％ 百万円      ％

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

77,446 △5.2
81,673   0.1

160   －
△ 1,115   －

1,075   － 
△ 1,162   － 

57   －
△ 1,510   －

19 年 3 月期 227,095      4,439     4,793      1,636     
 

 １株当たり中間 

(当期)純利益 

 円 銭

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

0.77   
△ 20.25   

19 年 3 月期 21.93   
 

(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

194,500    
193,685    

72,249    
71,291    

37.1      
36.8      

969.20   
955.59   

19 年 3 月期 204,060    74,243    36.4      995.55   
(参考)自己資本  19 年 9 月中間期 72,249 百万円 18 年 9 月中間期 71,291 百万円 19 年 3 月期 74,243 百万円 
 
 
２．20 年 3月期の個別業績予想（平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3 月 31 日） 

（％表示は対前期増減率）  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

 百万円     ％   百万円   ％ 百万円    ％ 百万円    ％  円 銭

通  期 228,000   0.4 3,300 △25.7 4,800   0.1 1,800  10.0 24.15   

 

 

※業績予想の適切な利用に関する説明  
  上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な

要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、予想数値と異なる場合があります。 
なお、業績予想に関する事項につきましては、4ページをご覧ください。 
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１．経営成績 
 
（１） 経営成績に関する分析 

① 当中間期の経営成績 
当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、好調な企業収益を背景とした設備投資の増加や

雇用情勢の改善が進み、個人消費も底堅く推移するなど、景気は緩やかな拡大を続けてまいりま

した。 

 こうした経済情勢を反映して、建設業界におきましても、民間建設投資の増加や電力設備投資

の回復など受注環境に好転の兆しが見られましたが、公共投資は依然として低調に推移し、市場

規模の縮小に伴う受注競争の激化や工事の低価格化が続きました。 

このような事業環境のもとで当社グループは、「継続して利益を出せる企業体質づくり」をメイ

ンテーマとする新たな中期経営計画（平成１９～２１年度）を策定し、高収益構造への転換に向

けた取り組みを実践してまいりました。 
具体的には、営業力、技術・技能力の強化を図るとともに、効率的な組織体制の整備を進め、

お客さまとのつながりを重視した地域密着営業を展開してまいりました。 
また、九州地域における自動車関連や半導体関連工場など、先端施設の大型工事におきまして

も、グループの技術力と総合力を発揮し、品質の高い工事の提供を通じて、技術の向上と信頼の

確立に努めてまいりました。 
さらに、リニューアル市場やオール電化関連工事、情報通信関連工事などの成長分野におきま

しても、市場環境の変化やお客さまのニーズを先取りした提案型の技術営業を積極的に推進いた

しました。 
 加えて、当社グループは、コア事業のほか医療関連事業、人材派遣事業、サービス関連事業な

どさまざまな事業を展開しておりますが、グループ内の連携を一層強化して総合力の向上を図る

とともに、新規事業の経営基盤を早期に確立するための経営資源の配分など、グループの業績拡

大へ向けて取り組んでまいりました。 
 このような事業運営の結果、当中間連結会計期間の工事受注高は、１,４０６億２０百万円（前

年同期比１２．３％増）となり、前年度を上回る工事量を確保いたしました。 
売上高につきましては、大型工事の完成時期の影響などから、８６９億４６百万円（前年同期

比４．７％減）となりました。 
利益面におきましては、採算性を重視した受注戦略の展開と効率的な施工の実践により、工事

の収益性が改善いたしましたことから、営業利益８７百万円、経常利益９億８１百万円、中間純

利益６２百万円となりました。 
  事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。 
 
（設備工事業） 

売上高の状況は、電力設備投資や情報通信関連工事が堅調であったことから、配電線工事は増

加しましたが、一般民間工事部門では、完成時期の影響により空調管工事が減少したため、設備

工事全体では前中間連結会計期間に比べて 3.7％減少し、８０９億３０百万円となりました。 
営業損益につきましては、採算性を重視した受注活動の徹底による不採算工事の排除や、効率

的な施工の実践によるコスト削減の進展により工事利益率が改善したことなどから、前中間連結

会計期間に比べて７億５２百万円改善したものの、１億２１百万円の損失となりました。 
 

（リース事業） 
  売上高の状況は、大口取引先とのリース期間満了や新規契約における与信管理の徹底などから、

前中間連結会計期間に比べて 33.3％減少して３３億７８百万円となりました。 
  営業損益につきましては、前中間連結会計期間において貸倒引当金の増加により損失であった 
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ことに比べて２億４８百万円改善し、１億円の営業利益へと転じました。 
 
（その他の事業） 
  売上高の状況は、ビジネスホテル事業が営業開始したことや医療関連事業、ゴルフ場経営など

も堅調に推移したことなどから、前中間連結会計期間に比べて 20.4％増加して２６億３７百万円

となりました。 
  営業利益につきましても、売上高の増加に伴い、前中間連結会計期間に比べて 13.3％増加して、

１億７０百万円となりました。 
  
② 当期の見通し 
 今後の見通しにつきましては、米国経済の先行きや原油価格の動向による影響が懸念されます

が、国内景気は民間需要に支えられた回復基調が継続するものと予想されております。 
 しかしながら、建設業界における激しい企業間競争は今後もさらに続くものと予想され、材料

費、外注労務費の上昇による影響も懸念されるなど、グループを取り巻く経営環境は引き続き厳

しい状況で推移するものと思われます。 
 このような情勢のもとで当社グループは、本年度の経営の基本的課題を「利益確保の実現」と

定め、中期経営計画をスピーディかつ着実に実施して、グループの更なる発展と地域社会への貢

献に向けて全力で取り組んでまいります。 
なお、当期の業績見通しにつきましては、以下のとおりです。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
（２） 財政状態に関する分析 

 
① 資産、負債及び純資産の状況 

 資産合計は、売上債権の回収により、受取手形・完成工事未収入金等が減少したことか

ら、前連結会計年度末に比べて１３９億１４百万円減少の２，４７９億５百万円となりま

した。 
 負債合計は、仕入債務の支払いにより、支払手形・工事未払金等が減少したことから、

前連結会計年度末に比べて１１９億３１百万円減少の１，６４８億２５百万円となりまし

た。 
 純資産合計は、有価証券の時価評価により、その他有価証券評価差額金が減少したこと

から、前連結会計年度末に比べて１９億８３百万円減少の８３０億８０百万円となりまし

た。 
 

② キャッシュ・フローの状況 
    当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結

会計年度末から３９億５６百万円増加し、１６９億３７百万円となりました。 
    なお、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の

とおりです。 
 
 

 〔 連結業績 〕  〔 単独業績 〕 

売 上 高 2,520 億円 (対前期比  0.1%増) 2,280 億円  (対前期比  0.4%増)

営 業 利 益 50 億円 (対前期比 69.6%増) 33 億円  (対前期比 25.7%減)

経 常 利 益 65 億円 (対前期比 93.8%増) 48 億円  (対前期比  0.1%増)

当期純利益 28 億円 (対前期比    －  ) 18 億円  (対前期比 10.0%増)
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   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 
    営業活動の結果得られた資金は９７億９百万円であり、前中間連結会計期間に比べて５９

億４４百万円増加しました。 
    これは、税金等調整前中間純利益の計上や売上債権の減少によるものです。 
 
   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 
    投資活動の結果使用した資金は３９億３２百万円であり、前中間連結会計期間に比べて

１８億３１百万円、支出が減少しました。 
    これは、債券の償還など、投資有価証券の売却による収入が増加したことなどによるも

のです。 
 
   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 
    財務活動によるキャッシュ・フローはマイナス１８億７９百万円であり、前中間連結会

計期間の２億７７百万円のプラスから２１億５７百万円減少しました。 
    これは、有利子負債の返済が進んだことなどによるものです。 

 
③ キャッシュ・フロー関連指標の推移 

   平成 18 年 
3 月期 

平成 18 年 
9 月中間期 

平成 19 年 
3 月期 

平成 19 年 
9 月中間期 

自己資本比率 （％）       34.7       33.7       32.2       33.2 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率 （％）       22.8       18.0       21.2       19.5 

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債比率 （年）       17.0         ―        5.9         ― 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ （倍）       20.9       66.7       52.1       75.9 
   （注）各指標の算式は以下のとおりである。 

自己資本比率 ：自己資本／総資産 
時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産 
ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ対有利子負債比率 ：有利子負債／営業ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ（中間期は記載していない） 
ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ ：営業ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ／利払い 

    ※1. 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出している。 
     2. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出している。 
     3. 営業ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰは連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書の営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰを使用している。 
     4. 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

いる。また、利払いについては、連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書の利息の支払額を使用している。 
 

（３） 利益配分に関する基本方針及び当期の配当 
当社は、安定配当を基本に、将来の企業体質強化を念頭においた内部留保の充実にも意を

用いることとしております。また、事業展開の節目や業績などを勘案して、記念配当や特別

配当などを適宜実施し、株主の皆さまに対する利益還元に努めております。 
なお、内部留保につきましては、新規事業の開拓や研究開発の強化ならびに安全面や作業

効率向上など、中長期的な視点で有効投資を行ってまいります。 
当期の配当につきましては、上記の方針に基づき、中間配当金、期末配当金ともに１株当

たり５円とし、年間配当金１０円を予定しております。 
 
（４） 事業等のリスク 

当社グループの経営成績、財政状況に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、主として

以下のようなものがあります。 
当社グループにおいては、これらのリスクの発生の可能性を認識したうえで、発生の回

避及び発生した場合の的確な対応に努める所存であります。 
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① 経済状況等 

当社グループの設備工事業は、九州電力株式会社を始めとする国内民間企業および官公

庁などの設備投資の動向に影響を受けます。したがって、九州電力株式会社やその他民間企

業の設備投資削減、および官公庁の設備投資抑制などは、業績等に影響を及ぼす可能性があ

ります。 
 

② 工事材料価格の変動 
工事材料の価格が著しく上昇し、これを請負金額に反映できない場合には、業績等に影響

を及ぼす可能性があります。 
 

③ 貸倒れリスク 
当社グループは、取引先別の財務状態に応じた与信設定を行い、信用状態の継続的な把握

をするなど、不良債権の発生が極力少なくなるよう努めていますが、取引先の資金繰りが悪

化した場合、貸倒損失の計上が必要となり、業績等に影響を及ぼす可能性があります。 
 

④ 保有資産に関するリスク 
 当社グループは、営業活動に関連して不動産や有価証券等の資産を保有していますが、こ

れら保有資産の時価が著しく低下した場合や、事業用不動産の収益性が著しく低下した場合

には、業績等に影響を及ぼす可能性があります。 
 
⑤ 設備工事業以外の事業にかかるリスク 

当社グループは、中核である設備工事業以外に、リース事業、不動産販売事業、風力発電

事業、人材派遣事業、ソフト開発事業、医療関連事業、ゴルフ場経営、ビジネスホテル事業、

結婚紹介事業、温泉宿予約のポータルサイト運営事業などグループの経営資源やネットワー

クを有効に活用しながら事業領域の拡充を図っております。 
これらの事業は、他事業者との競合の進展など事業環境の変化により、業績等に影響を及

ぼす可能性があります。 
 

⑥ 海外事業に伴うリスク 
海外での事業活動には、予期しない法律や規制の変更、不利な政治および経済要因の存在

または発生、その他社会的・政治的混乱等の発生するリスクが存在します。こうしたリスク

が顕在化することによって、業績等に影響を及ぼす可能性があります。 
 

⑦ 退職給付債務 
当社グループ退職年金資産の運用結果が前提条件と異なる場合、その数理計算上の差異は、

発生の翌事業年度以降一定の期間で費用処理することとしています。年金資産の運用利回り

の悪化や割引率の低下は、業績等に影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

 

 当社グループは、当社、その他の関係会社 1 社、子会社 56 社及び関連会社 9 社で構成され、設備工

事業として、主に配電線工事・屋内配線工事・電気通信工事等の電気工事並びに空気調和・冷暖房・給

排水衛生設備・水処理工事等の空調管工事の設計・施工を行っております。 

さらに、自動車・ＯＡ機器等のリース事業、並びに、その他の事業として、電気工事及び空調管工事

に関連する材料並びに機器の販売事業、不動産販売・賃貸事業、ソフトウェアの開発事業等を展開して

おります。 

 当社グループの事業に係わる位置づけ及び事業の内容は次のとおりであります。 

 

〔設備工事業〕 

○当社及び子会社㈱明光社が、その他の関係会社である九州電力㈱より配電線工事を受注施工して

いる。 

○当社が配電線工事以外の電気工事全般及び空調管工事全般を受注施工するほか、工事の一部につ

いてグループ各社へ外注施工として発注している。 

○当社及び子会社㈱クオテックが、設備工事の設計・積算を行っている。 

○子会社㈱設備保守センター、㈱設備サービス大分及び㈱九電工ファシリティーズ鹿児島が、設備

の保守・点検並びにメンテナンスを行っている。 

 

〔リース事業〕 

○子会社㈱キューコーリースが、自動車・ＯＡ機器等のリース事業を行っている。 

 

〔その他の事業〕 

○当社及び子会社㈱昭電社が、電気工事及び空調管工事に関連する材料並びに機器の販売事業を行

っている。 

○子会社九州電工ホーム㈱及び㈱ベンタナサプライが、不動産の販売・賃貸・管理事業を行ってい

る。 

 ○子会社㈱オートメイション・テクノロジーがソフトウェアの開発事業を行っている。 

○子会社㈱新エネルギー企画、㈱ウィンドテラ発電所、五島玉之浦風力発電㈱、関連会社長崎鹿町

風力発電㈱及び渥美グリーンパワー㈱が風力発電事業を行っている。 

○子会社㈱ポータル及び㈱ベルスタッフが人材派遣業を行っている。 

○上記のほか、当社が貨物自動車運送事業を、子会社㈱ネット・メディカルセンターが遠隔画像診

断支援サービスを、㈱スリーインがホテル経営を、㈱九電工ネットプロデュースが結婚紹介業を、

㈱九電工コミュニケーションズが温泉宿予約のポータルサイト運営を、九電工北山観光㈱がゴル

フ場の経営等を行っている。 

 

事業の系統図は次のとおりであります。 
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【事業の系統図】 

 

【工事施工】

○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ☆ ※

○

◇

【設計・積算】

○

【設備保守管理・点検】

○
○

○

【リース】

○ ㈱キューコーリース

　

【材料販売】 【風力発電】

○ ㈱昭電社 ○ ㈱新エネルギー企画

○ ㈱ウィンドテラ発電所

【不動産販売・賃貸・管理】 ◇ 五島玉之浦風力発電㈱

○ 九州電工ホーム㈱ ☆ 長崎鹿町風力発電㈱

◇ ㈱シティパーク稲築 ☆ 渥美グリーンパワー㈱

◇ ㈱ベンタナサプライ

【人材派遣】

【ソフト開発】 ○ ㈱ポータル

○ ㈱オートメイション・テクノロジー ◇ ㈱ベルスタッフ

【その他】

○ ㈱ネット・メディカルセンター ○ ㈱九電工ネットプロデュース

○ ㈱九電工フレンドリー ○ ㈱九電工コミュニケーションズ

○ ㈱スリーイン ◇ ㈱伊都コミュニティサービス

○ 九電工北山観光㈱ ◇ ㈱大分稙田ＰＦＩ

○ ㈱ダイナミックゴルフ ◇ ㈱鶴崎コミュニティサービス

※ 伊都ゴルフ土地㈱ ◇ ㈱思永コミュニティサービス

※ ㈱ライフパートナーズ ※ ㈱がまだすコミュニティサービス

※ チャレンジ九州・中小企業がんばれ ※ 日本冷熱㈱

投資事業有限責任組合　

《　凡　例　》

○ ・・・連結子会社 ◇ ・・・非連結子会社

☆ ・・・持分法適用関連会社 ※ ・・・持分法非適用関連会社

㈱筑南電設

㈱設備保守センター

九
州
電
力
㈱
　
（

そ
の
他
の
関
係
会
社
）

㈱長北電設

九連環境開發股份有限公司

㈱肥後設備 ㈱長翔設備

㈱小倉電設

九興総合設備㈱

㈱設備サービス大分

㈱福設

㈱宮日設備

㈱明光社

扶桑工業㈱

㈱九建

㈱筑後電設

㈱長営電設

そ
の
他
得
意
先

得
　
　
　
　
　
意
　
　
　
　
　
先

設　備　工　事　業

㈱南九州電設

㈱熊北電設

㈱熊栄電設

㈱福岡電設

㈱福東電設

㈱大分電設

㈱北九州設備

KYUDENKO-NEEDS　CREATOR　IT　CORPORATION

㈱キューティー

㈱有明電設

㈱筑豊電設 ㈱豊洋電設

リース事業

㈱
九
電
工
　
（

当
社
）

その他の事業

九錦設備工業㈱

㈱宮栄電設 ㈱鹿栄電設

㈱クオテック

㈱球磨電設

㈱九電工ファシリティーズ鹿児島

佐賀設備工業㈱

西技工業㈱

不動産賃貸・管理

材料・機器販売

その他のサービス提供

不動産賃貸・管理

材料・機器販売

その他のサービス提供

設計・積算

保守・管理

設備点検

工事施工、設計・積算

保守・管理、設備点検

工事施工工事施工

設計・積算
保守・管理

設備点検

機器等のリース

機器等のリース

機器等のリース
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３．経営方針 

 
（１）経営の基本方針 

当社グループは、「快適な環境づくりを通して社会に貢献します」を企業理念の柱に掲げ、電気、

空気調和、冷暖房、給排水、情報通信などの設計・施工を営む総合設備業として、社会的使命を果

たすと同時に、お客様や地域社会とともに発展し続ける企業であることを基本といたしております。 
 また、これらの事業に関連する環境、エネルギー効率化、リニューアルなどの分野につきまして

も一層の技術開発の促進と品質の向上に努めるとともに、異業種へ参入するなど、多様化する市場

の変化に適切に対応しながら、継続的な企業価値の向上をめざしております。 
 
（２）中長期的な経営戦略 

当社グループを取り巻く経営環境は、製造業を中心とした民間設備投資が増加傾向にあるものの、

縮小した建設市場の中で、依然として激しい受注競争が展開されている状況であります。当社グル

ープは、「継続して利益を出せる企業体質づくり」をメインテーマとする新たな中期経営計画（平成

19 年度～平成 21 年度）を策定し、持続的な成長を遂げるための諸施策を実践しております。 
この計画では、いかなる状況においても安定した利益が確保できる体制の確立を目指しており、

お客様のニーズを先取りした営業活動の実践や、お客様が期待する以上の商品を提供するための技

術・技能力強化への取り組み等、お客様とのつながりを重視した取り組みを展開しております。 
さらに、組織の見直しや人財育成等の部門横断的な課題については、プロジェクトチームにおい

て議論を重ね、その解決を図るなど、中期経営計画を迅速かつ着実に推進することで、グループ企

業価値を高め、お客様や地域社会から選ばれ続ける九電工グループを目指してまいります。 
なお、中期経営計画における数値目標及び具体的施策は次のとおりであります。 

  
＜平成 21 年度数値目標＞ 

【連結】          【単独】 
（１）工事受注高       ２，３００億円       ２，２００億円 
（２）売上高         ２，４００億円       ２，２００億円 
（３）経常利益率          ３．２％以上        ２．７％以上 
（４）具体的実行施策 

①安全最優先で明るい職場づくり 
   安全の確保を基本に、災害の撲滅に向けた安全意識の高揚を図ると同時に、安全規律や安全

作業基本ルールの遵守を徹底し、災害のない明るい職場づくりに努めます。 
②利益を生み出す仕組みの構築と取り組みの実践 

   当社グループが持続的な成長を遂げるためには、お客様から選ばれ続けることが必須の要件

であると認識しております。その実現に向けた取り組みとして、お客様のニーズを的確に把握

し、お客様が期待する以上の商品を提供する技術・営業力の強化や効率的な組織体制づくり等

を推進します。 
③人財育成方策の確立と実践 

   お客様と接する社員そのものが「九電工ブランド」の大きな要素であることから、必要なス

キルを備えた人財を育成し、お客様満足の向上に努めます。 
④グループ経営の強化と経営基盤の確立 

   グループ各社が同業他社に負けない競争力を保持するためには、高い目標を掲げ、営業力、

技術・技能力をそのレベルに近づけなければなりません。あわせて、連結業績の最大化という

共通認識のもと、グループ内の連携と新規事業の自立化を促進し、グループの経営基盤の更な

る強化を図ります。 
⑤地域社会から信頼され選ばれ続ける企業風土の醸成 

    企業が安定した経営を継続するためには、企業の社会的責任を誠実に果たさなければなりま

せん。内部統制システムの構築・充実やコンプライアンス教育の継続的な実施等により、法令

や社会的モラルを遵守する企業風土を醸成します。 
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（３）対処すべき課題 

当社グループは、本年度の経営の基本的課題を「利益確保の実現」と定め、熾烈な価格競争に打

ち勝つ戦略の確立とその推進に向けた取り組みを強化しております。具体的には、安全確保や法令・

社会規範の遵守及び地域のお客様に密着した営業所強化策の構築、営業力、技術・技能力を高める

ための人財育成方策の確立など、これらの施策を着実に実践することで、お客様に選ばれ続ける九

電工グループを目指してまいります。 
以上を踏まえ、次の５項目を年間の重点課題として取り組む所存であります。 

 
＜重点課題＞ 
（１）経営の根幹である安全を最優先し、「年間無災害」を達成する 
（２）持続的な成長と発展に向け、利益確保を実現する 
（３）お客様満足の向上をめざし、技術・技能力を強化する 
（４）グループ会社の経営基盤を強化する 
（５）法令や社会規範を遵守し、ＣＳＲ（企業の社会的責任）を誠実に遂行する 

 
     



４　中間連結財務諸表

(1) 中間連結貸借対照表

　

　 　
前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　現金預金 　 　 13,345 　 　 17,438 　 　 13,232 　

　　受取手形・
　　完成工事未収入金等

　 　 52,403 　 　 45,555 　 　 71,580 　

　　有価証券 　 　 14,276 　 　 1,880 　 　 576 　

　　未成工事支出金 　 　 40,060 　 　 41,901 　 　 22,741 　

　　不動産事業支出金 　 　 1,744 　 　 1,095 　 　 1,071 　

　　その他たな卸資産 　 　 1,836 　 　 4,250 　 　 4,878 　

　　繰延税金資産 　 　 3,616 　 　 2,809 　 　 2,742 　

　　その他 　 　 9,175 　 　 11,044 　 　 19,350 　

　　貸倒引当金 　 　 △1,245 　 　 △977 　 　 △905 　

　　　流動資産合計 　 　 135,213 53.3 　 124,998 50.4 　 135,267 51.7

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　建物・構築物 　 28,413 　 　 30,355 　 　 30,484 　 　

　　　機械・運搬具
　　　・工具器具備品

　 5,835 　 　 6,189 　 　 5,973 　 　

　　　土地 　 26,813 　 　 26,795 　 　 26,548 　 　

　　　建設仮勘定 　 734 　 　 288 　 　 215 　 　

　　　リース資産 　 16,744 78,541 　 13,856 77,486 　 14,081 77,304 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　無形固定資産 　 　 1,572 　 　 1,363 　 　 1,571 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　投資有価証券 　 16,227 　 　 24,117 　 　 28,930 　 　

　　　長期貸付金 　 1,304 　 　 822 　 　 842 　 　

　　　繰延税金資産 　 16,692 　 　 14,540 　 　 13,441 　 　

　　　その他 　 9,515 　 　 11,398 　 　 11,177 　 　

　　　貸倒引当金 　 △5,524 38,217 　 △6,821 44,057 　 △6,716 47,676 　

　　　固定資産合計 　 　 118,331 46.7 　 122,907 49.6 　 126,552 48.3

　　　資産合計 　 　 253,544 100 　 247,905 100 　 261,819 100
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前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　支払手形・
　　工事未払金等

　 　 50,775 　 　 48,730 　 　 66,814 　

　　短期借入金 　 　 31,431 　 　 28,246 　 　 31,501 　

　　未払法人税等 　 　 295 　 　 963 　 　 1,107 　

　　未成工事受入金 　 　 24,772 　 　 28,934 　 　 14,833 　

　　役員賞与引当金 　 　 66 　 　 72 　 　 116 　

　　工事損失引当金 　 　 635 　 　 444 　 　 182 　

　　その他 　 　 7,541 　 　 5,601 　 　 10,899 　

　　　流動負債合計 　 　 115,519 45.6 　 112,992 45.6 　 125,455 47.9

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　長期借入金 　 　 11,644 　 　 14,925 　 　 13,152 　

　　退職給付引当金 　 　 30,859 　 　 28,946 　 　 30,022 　

　　役員退職慰労引当金 　 　 160 　 　 192 　 　 189 　

　　退職給付制度移行時
　　未払金

　 　 6,801 　 　 5,306 　 　 5,394 　

　　負ののれん 　 　 57 　 　 47 　 　 42 　

　　その他 　 　 2,289 　 　 2,414 　 　 2,499 　

　　　固定負債合計 　 　 51,812 20.4 　 51,832 20.9 　 51,301 19.6

　　　負債合計 　 　 167,331 66.0 　 164,825 66.5 　 176,756 67.5

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　資本金 　 　 7,901 　 　 7,901 　 　 7,901 　

　　資本剰余金 　 　 7,889 　 　 7,889 　 　 7,889 　

　　利益剰余金 　 　 72,105 　 　 70,438 　 　 70,741 　

　　自己株式 　 　 △3,661 　 　 △3,701 　 　 △3,681 　

　　　株主資本合計 　 　 84,234 33.2 　 82,528 33.3 　 82,851 31.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 1,150 　 　 △322 　 　 1,354 　

　　為替換算調整勘定 　 　 △12 　 　 7 　 　 △7 　

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 1,137 0.5 　 △314 △0.1 　 1,347 0.5

Ⅲ　少数株主持分 　 　 841 0.3 　 866 0.3 　 863 0.3

　　　純資産合計 　 　 86,213 34.0 　 83,080 33.5 　 85,063 32.5

　　　負債純資産合計 　 　 253,544 100 　 247,905 100 　 261,819 100
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(2) 中間連結損益計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　完成工事高 　 83,999 　 　 80,930 　 　 237,777 　 　

　　　その他事業売上高 　 7,252 91,251 100 6,016 86,946 100 13,973 251,751 100

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　完成工事原価 　 77,284 　 　 73,325 　 　 217,097 　 　

　　　その他事業売上原価 　 6,038 83,322 91.3 5,050 78,376 90.1 11,867 228,964 90.9

　　　売上総利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　完成工事総利益 　 6,714 　 　 7,604 　 　 20,679 　 　

　　　　その他事業総利益 　 1,214 7,928 8.7 965 8,570 9.9 2,106 22,786 9.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 8,841 9.7 　 8,483 9.8 　 19,838 7.9

　　　営業利益 　 　 ― ― 　 87 0.1 　 2,947 1.2

　　　営業損失 　 　 912 △1.0 　 ― ― 　 ― ―

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　受取利息 　 82 　 　 120 　 　 170 　 　

　　　受取配当金 　 174 　 　 148 　 　 292 　 　

　　　企業保険金 　 507 　 　 434 　 　 578 　 　

　　　賃貸収入 　 157 　 　 164 　 　 320 　 　

　　　負ののれん償却額 　 18 　 　 9 　 　 40 　 　

　　　持分法による
　　　投資利益

　 ― 　 　 17 　 　 63 　 　

　　　その他 　 200 1,139 1.2 193 1,089 1.2 495 1,960 0.8

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　支払利息 　 56 　 　 127 　 　 145 　 　

　　　有価証券運用損 　 1,094 　 　 ― 　 　 1,201 　 　

　　　持分法による
　　　投資損失

　 1 　 　 ― 　 　 ― 　 　

　　　その他 　 114 1,266 1.3 66 194 0.2 206 1,554 0.6

　　　経常利益 　 　 ― ― 　 981 1.1 　 3,354 1.3

　　　経常損失 　 　 1,039 △1.1 　 ― ― 　 ― ―
　
　

　 ㈱九電工(1959)　平成20年3月期　中間決算短信

― 13 ―



　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　前期損益修正益 　 68 　 　 82 　 　 114 　 　

　　　固定資産売却益 　 39 　 　 156 　 　 140 　 　

　　　投資有価証券売却益 　 70 　 　 84 　 　 192 　 　

　　　その他 　 ― 178 0.2 ― 323 0.4 5 452 0.2

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　前期損益修正損 　 49 　 　 14 　 　 116 　 　

　　　固定資産処分損 　 56 　 　 42 　 　 149 　 　

　　　投資有価証券処分損 　 0 　 　 12 　 　 1 　 　

　　　投資有価証券評価損 　 72 　 　 9 　 　 95 　 　

　　　施設利用権評価損 　 32 　 　 9 　 　 33 　 　

　　　割増退職金 　 222 　 　 234 　 　 443 　 　

　　　海外事業整理損失 　 534 　 　 ― 　 　 540 　 　

　　　その他 　 ― 967 1.1 ― 323 0.4 17 1,397 0.6

　　　税金等調整前
　　　中間(当期)純利益

　 　 ― ― 　 980 1.1 　 2,410 1.0

　　　税金等調整前
　　　中間純損失

　 　 1,828 △2.0 　 ― ― 　 ― ―

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 △254 　 　 893 　 　 1,568 　 　

　　　法人税等調整額 　 ― △254 △0.3 ― 893 1.0 3,383 4,952 2.0

　　　少数株主利益 　 　 14 0.0 　 24 0.0 　 33 0.0

　　　中間純利益 　 　 ― ― 　 62 0.1 　 ― ―

　　　中間(当期)純損失 　 　 1,589 △1.7 　 ― ― 　 2,576 △1.0
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,901 7,889 74,243 △3,649 86,384

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当（注） 　 　 △373 　 △373

　役員賞与（注） 　 　 △156 　 △156

　連結範囲の変動 　 　 △19 　 △19

　中間純損失 　 　 △1,589 　 △1,589

　自己株式の取得 　 　 　 △12 △12

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円)
― ― △2,138 △12 △2,150

平成18年９月30日残高(百万円) 7,901 7,889 72,105 △3,661 84,234

　

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,191 △7 1,184 868 88,437

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当（注） 　 　 　 　  △373

  役員賞与（注） 　 　 　 　  △156

　連結範囲の変動 　 　 　 　 △19

　中間純損失 　 　 　 　 △1,589

　自己株式の取得 　 　 　 　 △12

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△41 △5 △46 △26 △73

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△41 △5 △46 △26 △2,223

平成18年９月30日残高(百万円) 1,150 △12 1,137 841 86,213

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。

　

　 ㈱九電工(1959)　平成20年3月期　中間決算短信

― 15 ―



当中間連結会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 7,901 7,889 70,741 △3,681 82,851

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 △372 　 △372

　連結範囲の変動 　 　 6 　 6

　中間純利益 　 　 62 　 62

　自己株式の取得 　 　 　 △20 △20

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

中間連結会計期間中の変動額合計

(百万円)
― ― △303 △20 △323

平成19年９月30日残高(百万円) 7,901 7,889 70,438 △3,701 82,528

　

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 1,354 △7 1,347 863 85,063

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　 △372

　連結範囲の変動 　 　 　 　 6

　中間純利益 　 　 　 　 62

　自己株式の取得 　 　 　 　 △20

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△1,677 14 △1,662 2 △1,659

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△1,677 14 △1,662 2 △1,983

平成19年９月30日残高(百万円) △322 7 △314 866 83,080
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前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,901 7,889 74,243 △3,649 86,384

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当（注） 　 　 △373 　 △373

　剰余金の配当 　 　 △373 　 △373

　役員賞与（注） 　 　 △156 　 △156

　連結範囲の変動 　 　 △22 　 △22

　当期純損失 　 　 △2,576 　 △2,576

　自己株式の取得 　 　 　 △31 △31

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計

(百万円)
― ― △3,501 △31 △3,533

平成19年３月31日残高(百万円) 7,901 7,889 70,741 △3,681 82,851

　

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券

評価差額金

為替換算

調整勘定

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,191 △7 1,184 868 88,437

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　剰余金の配当（注） 　 　 　 　  △373

　剰余金の配当 　 　 　 　  △373

  役員賞与（注） 　 　 　 　  △156

　連結範囲の変動 　 　 　 　 △22

　当期純損失 　 　 　 　 △2,576

　自己株式の取得 　 　 　 　 △31

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

163 0 163 △4 158

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

163 0 163 △4 △3,374

平成19年３月31日残高(百万円) 1,354 △7 1,347 863 85,063

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　　税金等調整前当期純利益
　　又は税金等調整前中間純利益
　　(損失：△)

　 △1,828 980 2,410

　　減価償却費 　 4,719 4,353 9,310

　　負ののれん償却額 　 △18 △9 △40

　　貸倒引当金の増減額(減少：△) 　 △1,627 181 △733

　　リース資産処分損失引当金の増減額
　　(減少：△)

　 ― △346 2,477

　　役員賞与引当金の増加額(減少：△) 　 66 △44 116

　　退職給付・役員退職慰労引当金
　　の増減額(減少：△)

　 △1,759 △1,072 △2,568

　　工事損失引当金の増減額
　　(減少：△)

　 △263 262 △717

　　受取利息及び受取配当金 　 △256 △269 △462

　　支払利息 　 56 127 145

　　為替差損益(差益：△) 　 △0 0 0

　　持分法による投資損益(利益：△) 　 7 △10 △56

　　有形固定資産除却損 　 1,006 167 1,325

　　有形固定資産売却損益
　　(売却益：△)

　 △39 △156 △140

　　有価証券・投資有価証券評価損益
　　(評価益：△)

　 1,594 9 1,984

　　有価証券・投資有価証券売却損益
　　(売却益：△)

　 △209 △71 △589

　　売上債権の増減額(増加：△) 　 14,806 26,215 △4,385

　　未成工事支出金の増減額
　　(増加：△)

　 △14,480 △19,182 3,511

　　たな卸資産の増減額(増加：△) 　 △231 660 △3,272

　　仕入債務の増減額（減少：△） 　 △8,026 △18,320 8,013

　　未成工事受入金の増減額
　　(減少：△)

　 13,912 14,100 3,972

　　退職給付制度移行時未払金
　　の増減額（減少：△）

　 △77 △88 △1,484

　　未払(未収)消費税等の増減額 　 △278 △522 △136

　　その他 　 △1,500 3,662 △9,000

　　　小計 　 5,571 10,625 9,676

　　利息及び配当金の受取額 　 256 267 460

　　利息の支払額 　 △56 △127 △145

　　法人税等の支払額 　 △2,006 △1,055 △2,405

　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 3,765 9,709 7,586
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　　定期預金の預入による支出 　 △380 △163 △732

　　定期預金の払戻による収入 　 307 113 422

　　有価証券の取得による支出 　 △1,717 ― △3,451

　　有価証券の売却による収入 　 2,079 ― 6,150

　　有形固定資産の取得による支出 　 △4,666 △4,500 △10,308

　　有形固定資産の売却による収入 　 154 325 696

　　投資有価証券の取得による支出 　 △1,470 △705 △2,906

　　投資有価証券の売却による収入 　 627 1,394 1,162

　　長期貸付による支出 　 △343 ― △35

　　長期貸付金の回収による収入 　 20 20 42

　　その他 　 △376 △416 △1,884

　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △5,764 △3,932 △10,846

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　　短期借入金純増減額(減少：△) 　 △3,339 △3,087 △6,361

　　長期借入れによる収入 　 5,609 3,600 11,249

　　長期借入金の返済による支出 　 △1,604 △1,995 △2,643

　　自己株式の取得による支出 　 △12 △20 △31

　　配当金の支払額 　 △372 △373 △745

　　少数株主への配当金の支払額 　 △3 △3 △3

　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 277 △1,879 1,464

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 　 △2 12 2

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額
　(減少：△)

　 △1,723 3,909 △1,792

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 　 14,674 12,981 14,674

Ⅶ新規連結に伴う現金及び現金同等物
　の増加額

　 83 47 99

Ⅷ現金及び現金同等物の中間期末
　(期末)残高

　 13,033 16,937 12,981
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(5) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　①連結子会社数　45社

　　主要な連結子会社名

㈱福岡電設、㈱小倉電設、㈱大分電

設、㈱明光社、㈱南九州電設、㈱熊

栄電設、㈱長営電設、㈱有明電設、

九興総合設備㈱、㈱キューコーリー

ス、九州電工ホーム㈱、㈱昭電社

１　連結の範囲に関する事項

　①連結子会社数　47社

　　主要な連結子会社名

㈱福岡電設、㈱小倉電設、㈱大分電

設、㈱明光社、㈱南九州電設、㈱熊

栄電設、㈱長営電設、㈱有明電設、

九興総合設備㈱、㈱キューコーリー

ス、九州電工ホーム㈱、㈱昭電社

１　連結の範囲に関する事項

　①連結子会社数　46社

　　主要な連結子会社名

㈱福岡電設、㈱小倉電設、㈱大分電

設、㈱明光社、㈱南九州電設、㈱熊

栄電設、㈱長営電設、㈱有明電設、

九興総合設備㈱、㈱キューコーリー

ス、九州電工ホーム㈱、㈱昭電社

　

なお、前連結会計年度まで非連結
子会社であった㈱九電工ネットプロ
デュース及び㈱九電工コミュニケー
ションズについては、重要性が増し
たため、当中間連結会計期間から連
結の範囲に含めている。

なお、前連結会計年度まで非連結
子会社であった㈱九電工フレンドリ
ーについては、重要性が増したた
め、当中間連結会計期間から連結の
範囲に含めている。
　

なお、前連結会計年度まで非連結
子会社であった㈱スリーイン、㈱九
電工ネットプロデュース及び㈱九電
工コミュニケーションズについて
は、重要性が増したため、当連結会
計年度から連結の範囲に含めてい
る。

　

②主要な非連結子会社名

　㈱九電工フレンドリー

②主要な非連結子会社名

　㈱ベルスタッフ

②主要な非連結子会社名

　㈱九電工フレンドリー

非連結子会社10社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていない。

非連結子会社９社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていない。

非連結子会社９社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていない。
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

２　持分法の適用に関する事項

　非連結子会社と関連会社に対す

る投資額については、小規模会社

を除き、持分法を適用している。

２　持分法の適用に関する事項

　非連結子会社と関連会社に対す

る投資額については、小規模会社

を除き、持分法を適用している。

２　持分法の適用に関する事項

　非連結子会社と関連会社に対す

る投資額については、小規模会社

を除き、持分法を適用している。

持分法適用会社数

　関連会社　３社

　

持分法適用会社数

　関連会社　３社

持分法適用会社数

　関連会社　３社

　 　 　
　持分法適用の主要な関連会社名並

びに持分法非適用の主要な非連結子

会社名及び関連会社名は次のとお

り。

　　

　持分法適用の主要な関連会社名並

びに持分法非適用の主要な非連結子

会社名及び関連会社名は次のとお

り。

　

　持分法適用の主要な関連会社名

並びに持分法非適用の主要な非連

結子会社名及び関連会社名は次の

とおり。

　

持分法適用の主要な関連会社名

　㈱九建

持分法適用の主要な関連会社名

　㈱九建

持分法適用の主要な関連会社名

　㈱九建
　

　 　 　
持分法非適用の主要な非連結子会社

名

　㈱九電工フレンドリー

持分法非適用の主要な非連結子会社

名

　㈱ベルスタッフ

持分法非適用の主要な非連結子会

社名

　㈱九電工フレンドリー
　 　 　

持分法非適用の主要な関連会社名

　西技工業㈱

　

持分法非適用の主要な関連会社名

　西技工業㈱

持分法非適用の主要な関連会社名

　西技工業㈱

　 　 　
　持分法非適用の非連結子会社及び

関連会社は、それぞれ中間純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用から除外し

ている。

　持分法非適用の非連結子会社及び

関連会社は、それぞれ中間純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用から除外し

ている。

　持分法非適用の非連結子会社及

び関連会社は、それぞれ当期純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用

から除外している。

３　連結子会社の中間決算日等に関

する事項

　連結子会社である九連環境開發

股份有限公司の中間決算日は６月

30日である。

　中間連結財務諸表の作成に当た

っては同中間決算日現在の中間財

務諸表を使用している。ただし、

７月１日から中間連結決算日９月

30日までの期間に発生した重要な

取引については連結上必要な調整

を行っている。

３　連結子会社の中間決算日等に関

する事項

同左

３　連結子会社の事業年度等に関す

る事項

　連結子会社である九連環境開發

股份有限公司の決算日は12月31日

である。

　連結財務諸表の作成に当たって

は同決算日現在の財務諸表を使用

している。ただし、１月１日から

連結決算日３月31日までの期間に

発生した重要な取引については連

結上必要な調整を行っている。

　 　 　
　上記以外の連結子会社の中間決

算日は、中間連結財務諸表提出会

社と同一である。

　 　上記以外の連結子会社の事業年

度は、連結財務諸表提出会社と同

一である。
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

４　会計処理基準に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評

価方法

有価証券

①売買目的有価証券

時価法(売却原価は移動平均法に

より算定)

　

　

　

４　会計処理基準に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

有価証券

―――――

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

４　会計処理基準に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価

方法

有価証券

①売買目的有価証券

時価法(売却原価は移動平均法に

より算定)

(追加情報)

　当社は、平成19年３月19日開催

の常務会において、資金運用方針

の変更を決定し、平成19年３月31

日にトレーディング業務および担

当部署を廃止した。

　これに伴い、従来の売買目的有

価証券は、すべてその他有価証券

に変更し、流動資産の有価証券か

ら固定資産の投資有価証券に期末

日の時価をもって振替えている。

　この結果、流動資産の有価証券

が11,488百万円減少し、固定資産

のその他有価証券が同額増加して

いる。また、振替時の評価差額は

連結損益計算書の営業外費用「有

価証券運用損」に計上している。

②その他有価証券

時価のあるもの

　中間連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定)
　

①その他有価証券

時価のあるもの

同左

　

②その他有価証券

時価のあるもの

　連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)
　

時価のないもの

移動平均法による原価法

  なお、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合への

出資（証券取引法第2条第2項

により有価証券とみなされる

もの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応

じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によってい

る。

時価のないもの

移動平均法による原価法

  なお、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合への

出資（金融商品取引法第2条第

2項により有価証券とみなされ

るもの）については、組合契

約に規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の決算

書を基礎とし、持分相当額を

純額で取り込む方法によって

いる。

時価のないもの

移動平均法による原価法

  なお、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合への

出資（証券取引法第2条第2項

により有価証券とみなされる

もの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応

じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によってい

る。
　 　 　
たな卸資産

①未成工事支出金

　個別法による原価法

②材料貯蔵品

　総平均法による原価法

たな卸資産

①未成工事支出金

同左

②材料貯蔵品

同左

たな卸資産

①未成工事支出金

同左

②材料貯蔵品

同左
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

（2）重要な減価償却資産の減価償

却方法

有形固定資産

　建物(建物附属設備を含む)に

ついては定額法、リース資産に

ついてはリース期間定額法、そ

れ以外については定率法によっ

ている。

　なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってい

る(リース資産を除く)。

　

　

　

（2）重要な減価償却資産の減価償却

方法

有形固定資産

　建物(建物附属設備を含む)に

ついては定額法、リース資産に

ついてはリース期間定額法、そ

れ以外については定率法によっ

ている。

　なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってい

る(リース資産を除く)。

(会計処理の変更)

  法人税法の改正((所得税法等の

一部を改正する法律　平成19年３

月30日　法律第６号)及び(法人税

法施行令の一部を改正する政令　

平成19年３月30日　政令第83号))

に伴い、当中間連結会計期間よ

り、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更している。

  なお、この変更により、営業利

益、経常利益及び税金等調整前中

間純利益に与える影響は軽微であ

る。

(追加情報)

  平成19年度の法人税法改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に到達

した連結会計年度の翌連結会計年

度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含め

て計上している。

  なお、この変更により、営業利

益、経常利益及び税金等調整前中

間純利益は、それぞれ48百万円減

少している。
　

（2）重要な減価償却資産の減価償却

方法

有形固定資産

　建物(建物附属設備を含む)に

ついては定額法、リース資産に

ついてはリース期間定額法、そ

れ以外については定率法によっ

ている。

　なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってい

る(リース資産を除く)。

　

　

無形固定資産

　定額法によっている。

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用している。

　

無形固定資産

同左

　

無形固定資産

同左
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

（3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上している。

（3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

同左

（3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

同左

　

　
―――――

　

　
リース資産処分損失引当金

リース契約先の財政状態悪化に

よる将来の損失に備えるため、貸

倒引当金の算定方法に準じて、リ

ース資産処分損失引当金を計上し

ている。

(追加情報)

  リース契約先の財政状態悪化に

よる将来の損失に備えるため、従

来は、リース債権の回収可能性を

検討し、回収不能見込額を貸倒引

当金として計上していたが、前連

結会計年度の下期から、リース資

産についてその資産性を適正に表

示するため、将来のリース資産処

分損失を見積もり「リース資産処

分損失引当金」として認識し、当

該リース資産より直接控除する方

法に変更した。

  従って、前中間連結会計期間は

従来の方法によっているが、前中

間連結会計期間において変更後の

処理を適用した場合に伴う損益へ

の影響はない。
　
　

　
リース資産処分損失引当金

リース契約先の財政状態悪化に

よる将来の損失に備えるため、貸

倒引当金の算定方法に準じて、リ

ース資産処分損失引当金を計上し

ている。

(会計処理の変更)

  リース契約先の財政状態悪化に

よる将来の損失に備えるため、従

来は、リース債権の回収可能性を

検討し、回収不能見込額を貸倒引

当金として計上していたが、当連

結会計年度から、リース資産につ

いてその資産性を適正に表示する

ため、将来のリース資産処分損失

を見積もり「リース資産処分損失

引当金」として認識し、当該リー

ス資産より直接控除する方法に変

更した。なお、この変更に伴う損

益への影響はない。

  上記の変更は、「リース会計に

関する会計基準」(企業会計基準第

13号　平成19年３月30日)が公表さ

れ、リース取引に係る会計処理及

び表示が整備されたことを受け

て、リース債権及びリース資産に

対する引当金の計上区分を明確に

するため、当連結会計年度の下期

に見直しを行ったものである。当

中間連結会計期間においては従来

の方法によっているが、変更後の

方法によった場合に比べ、損益へ

の影響はない。
　
役員賞与引当金

連結子会社は、役員に対して支

給する賞与の支出に充てるため、

当連結会計年度における支給見込

額に基づき、当中間連結会計期間

に見合う分を計上している。

(会計処理の変更)

  当中間連結会計期間から「役員

賞与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号　平成17年11月29

日）を適用している。

  この結果、従来の方法によった

場合に比べ、営業損失、経常損失

及び税金等調整前中間純損失は66

百万円、それぞれ増加している。

　

　
役員賞与引当金

連結子会社は、役員に対して支

給する賞与の支出に充てるため、

当連結会計年度における支給見込

額に基づき、当中間連結会計期間

に見合う分を計上している。

　

　

　

　
役員賞与引当金

連結子会社は、役員に対して支

給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき、当連結会計

年度に見合う分を計上している。

　

(会計処理の変更)

  当連結会計年度から「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準第４号　平成17年11月29日）を

適用している。

  この結果、従来の方法によった

場合に比べ、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益は116

百万円、それぞれ減少している。
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日

　至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年４月１日

　至　平成19年９月30日)

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

　至　平成19年３月31日)

工事損失引当金

　受注工事の損失発生に備えるた

め、当中間連結会計期間末手持工

事のうち、損失の発生が見込ま

れ、かつ金額を合理的に見積もる

ことのできる工事について、その

損失見込額を計上している。 
　

工事損失引当金

同左
　

工事損失引当金

受注工事の損失発生に備えるた

め、当連結会計年度末手持工事の

うち、損失の発生が見込まれ、か

つ金額を合理的に見積もることの

できる工事について、その損失見

込額を計上している。
　

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる額

を計上している。

過去勤務債務（債務の減額）に

ついては、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間の年数

（14～15年）による定額法により

按分した額を発生時から費用の減

額処理している。

数理計算上の差異については、

その発生時における従業員の平均

残存勤務期間の年数(14～16年)に

よる定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理している。

退職給付引当金

同左

　

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上している。

　過去勤務債務（債務の減額）につ

いては、その発生時における従業員

の平均残存勤務期間の年数（14～15

年）による定額法により按分した額

を発生時から費用の減額処理してい

る。

数理計算上の差異については、そ

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間の年数（14～16年）による

定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理

している。

　 　 　
役員退職慰労引当金

　連結子会社は、役員の退職慰労

金の支給に備えるため、役員退職

慰労金内規により計算した支給基

準額を計上している。

(追加情報)

　なお、当社は、平成18年６月29

日の定時株主総会において、役員

退職慰労金制度を廃止し、在任期

間に相当する退職慰労金の打ち切

り支給を行うことを決議した。

　これに伴い、確定した役員退職

慰労金は、固定負債「その他」に

計上している。

役員退職慰労引当金

　連結子会社は、役員の退職慰労

金の支給に備えるため、役員退職

慰労金内規により計算した支給基

準額を計上している。

　

　

　

役員退職慰労引当金

　連結子会社は、役員の退職慰労

金の支給に備えるため、役員退職

慰労金内規により計算した支給基

準額を計上している。

(追加情報)

　なお、当社は、平成18年６月29

日の定時株主総会において、役員

退職慰労金制度を廃止し、在任期

間に相当する退職慰労金の打ち切

り支給を行うことを決議した。

　これに伴い、確定した役員退職

慰労金は、固定負債「その他」に

計上している。
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

（4）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。

（4）重要なリース取引の処理方法

同左

　

（4）重要なリース取引の処理方法

同左

　

（5）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例

の要件を満たしているため、特例

処理を採用している。

（5）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同左

（5）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

　金利スワップ

　ヘッジ対象

　　　借入金

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ヘッジ方針

　資金調達を行う上で、将来の金

利変動リスクをヘッジする手段と

してデリバティブ取引を利用して

いる。

投機目的のデリバティブ取引は

行わない方針である。

　

③ヘッジ方針

同左

　

③ヘッジ方針

同左

　

④ヘッジの有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理を採用

しているため、有効性の評価を省

略している。

④ヘッジの有効性評価の方法

同左

④ヘッジの有効性評価の方法

同左

（6）その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式によ

っている。

（6）その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

　

　

（6）その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

　 　 　

５　中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短期

投資からなる。

５　中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

同左

　

５　連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３か月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなる。
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(6) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　

会計処理の変更

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等)

　当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準第５号　平

成17年12月９日)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号　平成17年12月９日）

を適用している。

　従来の資本の部の合計に相当する

金額は85,371百万円である。

　なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成している。

―――――

　

　

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等)

　当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号　平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号　平成17年12月９日）を適

用している。

　従来の資本の部の合計に相当する

金額は84,199百万円である。

　なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成している。
　 　 　

　

　

表示方法の変更

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

（中間連結貸借対照表関係）

  前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」とし

て掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「負

ののれん」と表示している。
　

―――――

 

　

（中間連結損益計算書関係）

  前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から「負ののれん償却額」と表示している。
　

―――――

　

 

　

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から「負ののれん償却額」と表示している。
　

―――――

　

―――――

　

　
　

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  「リース資産処分損失引当金の増減額」については、

従来、営業活動によるキャッシュ・フローの「貸倒引当

金の増減額」として計上していたが、前連結会計年度の

下期に会計処理を変更したことに伴い、当中間連結会計

期間から区分掲記している。
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(セグメント情報)

１　事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日　至 平成18年９月30日)
　

　
設備工事業
(百万円)

リース事業
(百万円)

その他の事業

(百万円)
計

(百万円)
消去又は全社

(百万円)
連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 83,999 5,062 2,190 91,251 ― 91,251

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高

395 1,298 5,752 7,446 ( 7,446) ―

計 84,394 6,361 7,942 98,698  ( 7,446) 91,251

営業費用 85,269 6,509 7,791 99,570 ( 7,405) 92,164

営業利益又は営業損失(△) △874 △147 150 △871 (    41) △912

　

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日　至 平成19年９月30日)
　

　
設備工事業
(百万円)

リース事業
(百万円)

その他の事業

(百万円)
計

(百万円)
消去又は全社

(百万円)
連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 80,930 3,378 2,637 86,946 ― 86,946

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高

156 1,342 6,795 8,294 ( 8,294) ―

計 81,086 4,720 9,433 95,240  ( 8,294) 86,946

営業費用 81,208 4,620 9,262 95,091 ( 8,232) 86,859

営業利益又は営業損失(△) △121 100 170 149 (    62) 87

　

前連結会計年度(自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日)
　

　
設備工事業
(百万円)

リース事業
(百万円)

その他の事業

(百万円)
計

(百万円)
消去又は全社

(百万円)
連結

(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 237,777 8,992 4,981 251,751 ― 251,751

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,314 2,644 15,550 19,510 (19,510) ―

計 239,092 11,637 20,531 271,261  (19,510) 251,751

営業費用 233,327 14,764 20,367 268,460 (19,657) 248,803

営業利益又は営業損失(△) 5,764 △3,127 163 2,800 147 2,947

(注)　事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容
(1) 事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。
(2) 各事業区分に属する主要な事業の内容

設備工事業　：配電線工事及び建築設備工事全般に関する事業
リース事業　：自動車・ＯＡ機器・情報通信機器等のリース事業
その他の事業：不動産販売事業、電気及び空調管機器販売事業、ソフトウェア開発事業、運送事業、

風力発電事業、人材派遣業、遠隔画像診断支援サービス、ゴルフ場経営等
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２　所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成19年４

月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載を省略してい

る。

　

　

３　海外売上高

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成19年４

月１日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)

連結売上高に占める海外売上高の割合が10％未満で重要性がないため、記載を省略している。
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(１株当たり情報)

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 1,144.62円
　

１株当たり純資産額 1,103.14円 １株当たり純資産額 1,129.34円

１株当たり中間純損失 21.31円
　

１株当たり中間純利益 0.84円 １株当たり当期純損失 34.54円

　 　 　
(注)１．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純損益については、潜在株式が存在しないため記載していない。
　　２．算定上の基礎

　(1) １株当たり純資産額　

　
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 86,213 83,080 85,063

普通株式に係る純資産額
(百万円)

85,371 82,213 84,199

差額の主な内訳(百万円) 　 　 　

　少数株主持分 841 866 863

普通株式の発行済株式数(千株) 83,005 83,005 83,005

普通株式の自己株式数(千株) 8,420 8,478 8,449

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(千株)

74,585 74,526 74,556

　
　(2) １株当たり中間純利益又は中間(当期)純損失(△)

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

中間純利益又は
中間(当期)純損失(△)(百万円)

△1,589 62 △2,576

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

― ― ―

普通株式に係る中間純利益又は
中間(当期)純損失(△)(百万円)

△1,589 62 △2,576

普通株式の
期中平均株式数(千株)

74,592 74,541 74,581

　

　

(重要な後発事象)

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

該当事項なし 同左 同左

　 　 　

　

　

（開示の省略）

　中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書、中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書、リース取引、有価証券、デリバティブ取引に関する注記事項については、中間決算短信にお

ける開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略している。

　また、ストック・オプション等及び企業結合等に関する注記事項については該当事項がない。
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㈱九電工(1959) 平成 20 年 3月期 中間決算短信 

－ 31 － 

５．受注及び売上の状況 

 
(1)受注実績 

前中間連結会計期間 

(18.4～18.9) 

当中間連結会計期間 

(19.4～19.9) 

前連結会計年度 

(18.4～19.3) 区   分 

金額(百万円) 構成比(%) 金額(百万円) 構成比(%) 金額(百万円) 構成比(%)

配 電 線 工 事 28,023     22.4 28,676     20.4  57,316    24.3 

屋 内 線 工 事 63,661 50.8 72,500 51.6  117,001  49.6 

空 調 管 工 事 33,589 26.8 39,444 28.0 61,624  26.1 

設備工事業計 125,274  100   140,620  100    235,941  100   

 

 

(2)売上実績 

前中間連結会計期間 

(18.4～18.9) 

当中間連結会計期間 

(19.4～19.9) 

前連結会計年度 

(18.4～19.3) 区   分 

金額(百万円) 構成比(%) 金額(百万円) 構成比(%) 金額(百万円) 構成比(%)

配 電 線 工 事 26,926     29.5 27,333     31.4  57,436  22.8 

屋 内 線 工 事 37,161 40.8 37,086 42.7  121,160  48.1 

空 調 管 工 事 19,911 21.8 16,510 19.0  59,180  23.5 

設備工事業計 83,999 92.1 80,930 93.1  237,777  94.4 

リ ー ス 事 業 5,062 5.5 3,378 3.9 8,992 3.6 

そ の 他 の 事 業 2,190 2.4 2,637 3.0  4,981  2.0 

合 計 91,251 100   86,946 100    251,751 100   

 

上記のうち、主な相手別の売上実績および総売上高に対する割合は、次のとおりです。 

前中間連結会計期間 

(18.4～18.9) 

当中間連結会計期間 

(19.4～19.9) 

前連結会計年度 

(18.4～19.3) 相手先 

金額(百万円) 割合(%) 金額(百万円) 割合(%) 金額(百万円) 割合(%) 

九 州 電 力 ㈱ 26,907     29.5 27,350     31.5  58,333     23.2 

官 公 庁 3,166      3.5 5,099      5.9  21,025      8.4 

 

 

(3)次期繰越高 

前中間連結会計期間 

(18.9.30) 

当中間連結会計期間 

(19.9.30) 

前連結会計年度 

(19.3.31) 区   分 

金額(百万円) 構成比(%) 金額(百万円) 構成比(%) 金額(百万円) 構成比(%)

配 電 線 工 事 2,751      2.1 2,877      2.0  1,534     1.8 

屋 内 線 工 事 85,170 65.9 89,926 61.6  54,512 63.2 

空 調 管 工 事 41,393 32.0 53,091 36.4  30,158 35.0 

設備工事業計 129,315  100   145,894  100    86,204  100   

 
 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．当連結企業集団では、設備工事業以外は受注生産を行っていない。 

３．当連結企業集団では、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。 

４．本表の金額には、消費税等は含まれていない。 
  



６　中間個別財務諸表

(1) 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　現金預金 　 9,784 　 　 12,985 　 　 9,677 　 　

　　受取手形 　 14,045 　 　 10,522 　 　 11,238 　 　

　　完成工事未収入金 　 18,266 　 　 16,412 　 　 37,547 　 　

　　有価証券 　 14,226 　 　 1,876 　 　 572 　 　

　　未成工事支出金 　 36,484 　 　 38,467 　 　 20,850 　 　

　　材料貯蔵品 　 408 　 　 446 　 　 369 　 　

　　繰延税金資産 　 2,968 　 　 2,263 　 　 2,263 　 　

　　その他 　 8,647 　 　 11,076 　 　 19,096 　 　

　　貸倒引当金 　 △137 　 　 △125 　 　 △49 　 　

　　　流動資産合計 　 　 104,694 54.1 　 93,925 48.3 　 101,566 49.8

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　建物 　 24,437 　 　 23,957 　 　 24,375 　 　

　　　土地 　 22,932 　 　 23,175 　 　 22,955 　 　

　　　その他 　 2,342 　 　 2,228 　 　 2,223 　 　

　　　有形固定資産計 　 49,711 　 　 49,361 　 　 49,554 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　無形固定資産 　 1,324 　 　 1,146 　 　 1,337 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　投資有価証券 　 12,477 　 　 22,975 　 　 25,325 　 　

　　　長期貸付金 　 8,678 　 　 10,361 　 　 10,452 　 　

　　　繰延税金資産 　 14,329 　 　 14,159 　 　 13,034 　 　

　　　その他 　 5,112 　 　 5,508 　 　 5,413 　 　

　　　貸倒引当金 　 △2,643 　 　 △2,938 　 　 △2,624 　 　

　　　投資その他の資産計 　 37,954 　 　 50,066 　 　 51,601 　 　

　　　固定資産合計 　 　 88,990 45.9 　 100,574 51.7 　 102,493 50.2

　　　資産合計 　 　 193,685 100 　 194,500 100 　 204,060 100
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前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　支払手形 　 12,919 　 　 12,837 　 　 13,249 　 　

　　工事未払金 　 31,215 　 　 28,957 　 　 45,630 　 　

　　短期借入金 　 10,000 　 　 10,000 　 　 10,000 　 　

　　キャッシュ・マネジメン
　  ト・サービス借入金

　 5,146 　 　 6,628 　 　 6,271 　 　

　　未払法人税等 　 79 　 　 683 　 　 711 　 　

　　未成工事受入金 　 22,509 　 　 26,410 　 　 13,555 　 　

　　工事損失引当金 　 635 　 　 118 　 　 182 　 　

　　その他 　 2,736 　 　 2,991 　 　 5,260 　 　

　　　流動負債合計 　 　 85,243 44.0 　 88,628 45.6 　 94,862 46.5

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　退職給付引当金 　 29,733 　 　 27,844 　 　 28,929 　 　

　　退職給付制度移行時
　　未払金

　 6,801 　 　 5,306 　 　 5,394 　 　

　　その他 　 616 　 　 471 　 　 630 　 　

　　　固定負債合計 　 　 37,151 19.2 　 33,622 17.3 　 34,954 17.1

　　　負債合計 　 　 122,394 63.2 　 122,250 62.9 　 129,817 63.6

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　資本金 　 　 7,901 　 　 7,901 　 　 7,901 　

　　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　資本準備金 　 7,889 　 　 7,889 　 　 7,889 　 　

　　資本剰余金合計 　 　 7,889 　 　 7,889 　 　 7,889 　

　　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　圧縮記帳積立金 　 2,327 　 　 2,318 　 　 2,332 　 　

　　　　別途積立金 　 53,519 　 　 56,019 　 　 53,519 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 2,217 　 　 2,183 　 　 4,986 　 　

　　利益剰余金合計 　 　 58,064 　 　 60,522 　 　 60,838 　

　　自己株式 　 　 △3,654 　 　 △3,694 　 　 △3,674 　

　　　株主資本合計 　 　 70,201 36.2 　 72,619 37.3 　 72,955 35.8

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 1,089 　 　 △370 　 　 1,287 　

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 1,089 0.6 　 △370 △0.2 　 1,287 0.6

　　　純資産合計 　 　 71,291 36.8 　 72,249 37.1 　 74,243 36.4

　　　負債純資産合計 　 　 193,685 100 　 194,500 100 　 204,060 100
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(2) 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号 金額(百万円)

百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　完成工事高 　 81,296 　 　 77,091 　 　 226,119 　 　

　　　兼業事業売上高 　 377 81,673 100 354 77,446 100 975 227,095 100

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　完成工事原価 　 76,269 　 　 70,723 　 　 209,932 　 　

　　　兼業事業売上原価 　 298 76,568 93.7 254 70,977 91.6 785 210,718 92.8

　　　売上総利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　完成工事総利益 　 5,026 　 　 6,367 　 　 16,187 　 　

　　　　兼業事業総利益 　 78 5,105 6.3 100 6,468 8.4 189 16,376 7.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 6,221 7.6 　 6,307 8.2 　 11,937 5.2

　　　営業利益 　 　 ― ― 　 160 0.2 　 4,439 2.0

　　　営業損失 　 　 1,115 △1.4 　 ― ― 　 ― ―

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　受取利息 　 25 　 　 77 　 　 77 　 　

　　　その他 　 1,122 1,148 1.4 1,021 1,098 1.4 1,722 1,800 0.7

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　支払利息 　 65 　 　 138 　 　 166 　 　

　　　その他 　 1,129 1,195 1.5 44 183 0.2 1,278 1,445 0.6

　　　経常利益 　 　 ― ― 　 1,075 1.4 　 4,793 2.1

　　　経常損失 　 　 1,162 △1.4 　 ― ― 　 ― ―

Ⅵ　特別利益 　 　 132 0.2 　 278 0.3 　 315 0.1

Ⅶ　特別損失 　 　 895 1.1 　 644 0.8 　 1,290 0.5

　　　税引前当期純利益 　 　 ― ― 　 ― ― 　 3,819 1.7

　　　税引前中間純利益 　 　 ― ― 　 709 0.9 　 ― ―

　　　税引前中間純損失 　 　 1,926 △2.4 　 ― ― 　 ― ―

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 △415 　 　 652 　 　 879 　 　

　　　法人税等調整額 　 ― △415 △0.5 ― 652 0.8 1,304 2,183 1.0

　　　当期純利益 　 　 ― ― 　 ― ― 　 1,636 0.7

　　　中間純利益 　 　 ― ― 　 57 0.1 　 ― ―

　　　中間純損失 　 　 1,510 △1.8 　 ― ― 　 ― ―
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(3) 中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

圧縮記帳積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 7,901 7,889 1,694 53,519 4,797 △3,642 72,160

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当（注） 　 　 　 　 △373 　 △373

　役員賞与（注） 　 　 　 　 △63 　 △63

　圧縮記帳積立金の取崩（注） 　 　 △24 　 24 　 ―

　圧縮記帳積立金の積立（注） 　 　 678 　 △678 　 ―

　圧縮記帳積立金の取崩 　 　 △21 　 21 　 ―

　中間純損失 　 　 　 　 △1,510 　 △1,510

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 △12 △12

　株主資本以外の項目の中間

　会計期間中の変動額(純額)
　 　 　 　 　 　 　

中間会計期間中の変動額合計(百万円) ― ― 632 ― △2,579 △12 △1,959

平成18年９月30日残高(百万円) 7,901 7,889 2,327 53,519 2,217 △3,654 70,201

　

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券

評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,114 73,274

中間会計期間中の変動額 　 　

　剰余金の配当（注） 　 △373

　役員賞与（注） 　 △63

　圧縮記帳積立金の取崩（注） 　 ―

　圧縮記帳積立金の積立（注） 　 ―

　圧縮記帳積立金の取崩 　 ―

　中間純損失 　 △1,510

　自己株式の取得 　 △12

　株主資本以外の項目の中間

　会計期間中の変動額(純額)
△24 △24

中間会計期間中の変動額合計(百万円) △24 △1,983

平成18年９月30日残高(百万円) 1,089 71,291

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。
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当中間会計期間(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

圧縮記帳積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 7,901 7,889 2,332 53,519 4,986 △3,674 72,955

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　 △372 　 △372

　圧縮記帳積立金の取崩 　 　 △13 　 13 　 ―

　別途積立金の積立 　 　 　 2,500 △2,500 　 ―

　中間純利益 　 　 　 　 57 　 57

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 △20 △20

　株主資本以外の項目の中間

　会計期間中の変動額(純額)
　 　 　 　 　 　 　

中間会計期間中の変動額合計(百万円) ― ― △13 2,500 △2,802 △20 △335

平成19年９月30日残高(百万円) 7,901 7,889 2,318 56,019 2,183 △3,694 72,619

　

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券

評価差額金

平成19年３月31日残高(百万円) 1,287 74,243

中間会計期間中の変動額 　 　

　剰余金の配当 　 △372

　圧縮記帳積立金の取崩 　 ―

　別途積立金の積立 　 ―

　中間純利益 　 57

　自己株式の取得 　 △20

　株主資本以外の項目の中間

　会計期間中の変動額(純額)
△1,657 △1,657

中間会計期間中の変動額合計(百万円) △1,657 △1,993

平成19年９月30日残高(百万円) △370 72,249
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前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

圧縮記帳積立金 別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 7,901 7,889 1,694 53,519 4,797 △3,642 72,160

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当（注） 　 　 　 　 △373 　 △373

　剰余金の配当 　 　 　 　 △373 　 △373

　役員賞与（注） 　 　 　 　 △63 　 △63

　圧縮記帳積立金の取崩（注） 　 　 △24 　 24 　 ―

　圧縮記帳積立金の取崩 　 　 △26 　 26 　 ―

　圧縮記帳積立金の積立（注） 　 　 678 　 △678 　 ―

　圧縮記帳積立金の積立 　 　 10 　 △10 　 ―

　当期純利益 　 　 　 　 1,636 　 1,636

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 △31 △31

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 638 ― 188 △31 795

平成19年３月31日残高(百万円) 7,901 7,889 2,332 53,519 4,986 △3,674 72,955

　

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券

評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 1,114 73,274

事業年度中の変動額 　 　

　剰余金の配当（注） 　 △373

　剰余金の配当 　 △373

　役員賞与（注） 　 △63

　圧縮記帳積立金の取崩（注） 　 ―

　圧縮記帳積立金の取崩 　 ―

　圧縮記帳積立金の積立（注） 　 ―

　圧縮記帳積立金の積立 　 ―

　当期純利益 　 1,636

　自己株式の取得 　 △31

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額(純額)
172 172

事業年度中の変動額合計(百万円) 172 968

平成19年３月31日残高(百万円) 1,287 74,243

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。
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(4) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券

①売買目的有価証券

時価法(売却原価は移動平均法

により算定)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

③その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

  なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第2条

第2項により有価証券とみな

されるもの）については、

組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込

む方法によっている。

１　資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券

―――――

　

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　

①子会社株式及び関連会社株式

同左

②その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

 

 

 

時価のないもの

移動平均法による原価法

  なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（金融商品取引法

第2条第2項により有価証券

とみなされるもの）につい

ては、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手

可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で

取り込む方法によってい

る。

１　資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券

①売買目的有価証券

時価法(売却原価は移動平均法

により算定)

 （追加情報）

  当社は、平成19年３月19日開催

の常務会において、資金運用方針

の変更を決定し、平成19年３月31

日にトレーディング業務および担

当部署を廃止した。

  これに伴い、従来の売買目的有

価証券は、すべてその他有価証券

に変更し、流動資産の有価証券か

ら固定資産の投資有価証券に期末

日の時価をもって振替えている。

  この結果、流動資産の有価証券

が11,488百万円減少し、固定資産

の投資有価証券が同額増加してい

る。また、振替時の評価差額は損

益計算書の営業外費用「有価証券

運用損」に計上している。

　

②子会社株式及び関連会社株式

同左

③その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

  なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第2条

第2項により有価証券とみな

されるもの）については、

組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込

む方法によっている。

　
　 　 　
（2）たな卸資産

①未成工事支出金

個別法による原価法

②材料貯蔵品

総平均法による原価法

（2）たな卸資産

①未成工事支出金

同左

②材料貯蔵品

同左

（2）たな卸資産

①未成工事支出金

同左

②材料貯蔵品

同左
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前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

２　固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

　建物(建物附属設備を含む)につ

いては定額法、建物以外について

は定率法によっている。

　なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっている。
　
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

（2）無形固定資産

　定額法によっている。

　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採

用している。
　
（3）長期前払費用

　定額法によっている。
　

２　固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

　建物(建物附属設備を含む)につ

いては定額法、建物以外について

は定率法によっている。

　なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっている。

(会計処理の変更)

  法人税法の改正((所得税法等の

一部を改正する法律　平成19年３

月30日　法律第６号)及び(法人税

法施行令の一部を改正する政令　

平成19年３月30日　政令第83号))

に伴い、当中間会計期間より、平

成19年４月１日以降に取得した有

形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に

変更している。

  なお、この変更により、営業利

益、経常利益及び税引前中間純利

益に与える影響は軽微である。

(追加情報)

  平成19年度の法人税法改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上し

ている。

  なお、この変更により、営業利

益、経常利益及び税引前中間純利

益は、それぞれ46百万円減少して

いる。
　
（2）無形固定資産

同左

　

　

　

　
　
（3）長期前払費用

同左
　

２　固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

　建物(建物附属設備を含む)につ

いては定額法、建物以外について

は定率法によっている。

　なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっている。
　
　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

（2）無形固定資産

同左
　
　

　

　

　

（3）長期前払費用

同左
　

３　引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

   売上債権、貸付金等の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上している。
　

３　引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

同左
　

３　引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

同左
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前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

―――――

　

（2）投資損失引当金

　関係会社への投資に係る損失に

備えるため、当該会社の財政状態

を勘案し、必要額を計上してい

る。なお、投資損失引当金は、当

該資産の金額から直接控除してい

る。

―――――

　

（2）工事損失引当金

　受注工事の損失発生に備えるた

め、当中間会計期間末手持工事の

うち、損失の発生が見込まれ、か

つ金額を合理的に見積もることの

できる工事について、その損失見

込額を計上している。

（3）工事損失引当金

同左

　

（2）工事損失引当金

　受注工事の損失発生に備えるた

め、当期末手持工事のうち、損失

の発生が見込まれ、かつ金額を合

理的に見積もることのできる工事

について、その損失見込額を計上

している。

（3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を計

上している。

　過去勤務債務（債務の減額）に

ついては、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間の年数(14

～15年)による定額法により按分

した額を発生時から費用の減額処

理している。

　数理計算上の差異については、

その発生時における従業員の平均

残存勤務期間の年数(14～16年)に

よる定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用

処理している。

（4）退職給付引当金

同左

　

（3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上している。

　過去勤務債務（債務の減額）に

ついては、その発生時における従

業員の平均残存勤務期間の年数

(14～15年)による定額法により按

分した額を発生時から費用の減額

処理している。

　数理計算上の差異については、

その発生時における従業員の平均

残存勤務期間の年数(14～16年)に

よる定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用

処理している。

　

（4）役員退職慰労引当金

 （追加情報）

　平成18年６月29日開催の定時株

主総会において、役員退職慰労金

制度を廃止し、在任期間に相当す

る退職慰労金の打ち切り支給を行

うことを決議した。

　これに伴い、確定した役員退職

慰労金は、固定負債「その他」に

計上している。

―――――

　

（4）役員退職慰労引当金

 （追加情報）

　平成18年６月29日開催の定時株

主総会において、役員退職慰労金

制度を廃止し、在任期間に相当す

る退職慰労金の打ち切り支給を行

うことを決議した。

　これに伴い、確定した役員退職

慰労金は、固定負債「その他」に

計上している。

４　リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。

４　リース取引の処理方法

同左

　

４　リース取引の処理方法

同左

　

　 　 　
５　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式によ

っている。

５　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

同左
　

５　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

同左
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(会計処理の変更)

　
前中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等)

　当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号　平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号　平成17年12月９日）を適

用している。

　従来の資本の部の合計に相当する

金額は71,291百万円である。

　なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成している。

―――――

　

　

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等)

　当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号　平成17年12

月９日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

８号　平成17年12月９日）を適用し

ている。

　従来の資本の部の合計に相当する

金額は74,243百万円である。

　なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成してい

る。
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７.部門別の売上高・工事受注高・期末手持工事高の内訳  

 
 １．売 上 高          単位 百万円（未満切捨） 

前中間期(18.4～18.9) 当中間期(19.4～19.9) 対前年同期増減 前  期（18.4～19.3）           期 別 

 部門別 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比

配 電 線 工 事 26,362 32.3% 26,633 34.4% 270 1.0% 56,181 24.7%

屋 内 線 工 事 35,637 43.6 34,947 45.1 △689 △1.9 113,239 49.9

空 調 管 工 事 19,296 23.6 15,510 20.0 △3,786 △19.6 56,698 25.0

計 81,296 99.5 77,091 99.5 △4,204 △5.2 226,119 99.6

兼 業 事 業 売 上 高 377 0.5 354 0.5 △22 △6.0 975 0.4

合    計 81,673 100 77,446 100 △4,227 △5.2 227,095 100 

 ２．工事受注高          単位 百万円（未満切捨） 

前中間期(18.4～18.9) 当中間期(19.4～19.9) 対前年同期増減 前  期（18.4～19.3）           期 別 

 部門別 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比

配 電 線 工 事 27,404 22.9% 27,984 20.9% 580 2.1% 56,000 25.0%

屋 内 線 工 事 60,017 50.1 67,792 50.8 7,775 13.0 109,579 48.8

空 調 管 工 事 32,273 27.0 37,752 28.3 5,479 17.0 58,763 26.2

合    計 119,695 100 133,530 100 13,835 11.6 224,343 100 

 ３．期末手持工事高         単位 百万円（未満切捨） 

前中間期（18.9.30） 当中間期（19.9.30） 対前年同期増減 前  期（19.3.31）           期 別 

 部門別 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比

配 電 線 工 事 2,628 2.2% 2,756 2.0% 128 4.9% 1,405 1.7%

屋 内 線 工 事 78,467 64.7 83,272 60.6 4,804 6.1 50,427 62.3

空 調 管 工 事 40,072 33.1 51,402 37.4 11,330 28.3 29,160 36.0

合    計 121,168 100 137,432 100 16,263 13.4 80,993 100 

 ４．得意先別完成工事高         単位 百万円（未満切捨） 

前中間期(18.4～18.9) 当中間期(19.4～19.9) 対前年同期増減 前  期（18.4～19.3）           期 別 

 得意先 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比

九 州 電 力 ㈱ 26,384 32.5% 26,713 34.7% 329 1.2% 57,138 25.3%

官 公 庁 2,372 2.9 4,039 5.2 1,666 70.2 17,311 7.6

一 般 民 間 52,539 64.6 46,338 60.1 △6,201 △11.8 151,670 67.1

合    計 81,296 100 77,091 100 △4,204 △5.2 226,119 100 

 ５．得意先別工事受注高         単位 百万円（未満切捨） 

前中間期(18.4～18.9) 当中間期(19.4～19.9) 対前年同期増減 前  期（18.4～19.3）           期 別 

 得意先 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比

九 州 電 力 ㈱ 28,070 23.4% 28,476 21.3% 406 1.4% 59,000 26.3%

官 公 庁 9,284 7.8 11,489 8.6 2,205 23.8 19,250 8.6

一 般 民 間 82,340 68.8 93,564 70.1 11,224 13.6 146,092 65.1

合    計 119,695 100   133,530 100  13,835 11.6 224,343 100 

 

８．当期（19．4．1～20．3．31）の売上高・工事受注高の予想 

（単位 百万円)     

部 門 別 売 上 高 工 事 受 注 高 

配 電 線 工 事 55,000 54,000 

屋 内 線 工 事 112,000 111,000 

空 調 管 工 事 60,000 62,000 

計 227,000 227,000 

兼 業 事 業 売 上 高 1,000  

合 計 228,000  




